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1．はしがき一問題意識
　私はこれまで，アフリカ諸国の憲法に関する研究を進めてきた。アフリカ諸国の憲法とは，厳密に
いえばアフリカ大陸（島与国も含む）に存在する，53力国の国々の憲法のことである。だから，憲法
の研究ということになれば，53の憲法を対象としなければならなくなる。しかしそのような研究は，
実際に不可能なことである。その理由は，国が多いということもあるが，言語の違い，宗教・慣習の
違い，アフリカに特有の部族社会などを考慮にいれると，研究対象とする憲法も限らざるを得ないか
らである。そこでこれまでの私のアフリカ憲法研究は，主としてサハラ以南の，かつてイギリス及び
フランスの植民地であった国の憲法を対象としてきた。アフリカの憲法は，その成立の経緯から，か
つての植民地時代の宗主国ごとに，形式，内容ともに類型化しているし，イギリス，フランス圏の国
はサハラ以南の東西地域の大半にまたがっているので，アフリカ諸国の憲法事情を知るのに適してい
る。
　ところで，アフリカに限らず，憲法はその国の法と政治の接点に位置しているといえる。したがっ
て，憲法の研究の背景には，その国の法と政治のあらましの認識を必要とする，と考えなければなら
ない。アフリカ憲法の研究過程で気がついたことは，それぞれの国の法の制定と運用を決定づける政
治の状況が，不安定であること，その結果として，憲法にこまかく法の制定手続きと，その運用が定
められているにも関わらず，法律制度が十分に機能していないと感じられたことであった。アフリカ
憲法が名目性の極めて強い憲法であるという評価がなされやすいのも，このような背景があるためと
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も考えられるのである。それでも，私の研究対象としているイギリスやフランスの憲法事情では，比
較的に法と政治の相剋は少ないように思われる国もあるが，全体としては，法と政治について，より
民主的な状況を期待しなければならない国が多いのも確かである。
　本稿は，アフリカ諸国の不安定な政治状況と，法制度の未熟さとの構造的な原因について，アフリ
カ人の社会生活における法意識，およびクーデターなどの政治の動態の観察をもとにして，考察を進
め，さらに，これらの法と政治の接点としての，憲法の役割を考えてみようとするものである。
2．社会生活における法意識
　アフリカ諸国の法制度の構造的な性格を理解するのに，アフリカの人々の生活感覚の中での法意識
の問題がある。アフリカ社会の法意識をはかる尺度としては，いろいろなものがあると思われるが，
ここでは，識字率，慣習及び実践の法としての，福祉法と都市法の実態などを素材として，アフリカ
人の法意識について考えてみた。
　　（1）識字率と法意識　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　アフリカの植民地時代の後遺症として，アフリカ全体の教育水準の低いことがあげらる。このこと
は，同時に識字率の低いことにも現れている。もともとアフリカは，無文字社会とされていた。言葉
は，それぞれの部族の言葉があり，それらの言葉によって，生活のしきたりなどは子孫に受け継がれ
てきた。私は，民俗学についても言語学についても，ほとんど知識がないので，無文字社会の正しい
把握はできない。ただこのような社会では，文書による記録がないから，反省によって，将来を展望
する事が，文字社会よりも少ないのではないかと思えるのである。無文字社会の表現形態の一つとし
て，口頭伝承がある。今日各地で口頭伝承からアフリカの歴史を探る作業が進められている。これも
新しい時代に入ってきた，アフリカ社会にとって，有意義なことであるといわなければならない（D。
　それはそれとして，識字率の低いことは，社会の多くの面に障害をもたらす。法の発展にたいする
障害も，その一つであろう。現代アフリカでは，無文字社会であるということよりも，植民地時代の
宗主国による支配構造にこそ，問題があったということができる。それは，原住アフリカ人に対する
教育政策に現れていた。そしてそれが現代アフリカ諸国の教育環境にも大きく影響しているのである。
例えば，後述する社会福祉法の項で紹介するが，ケニアをはじめ比較的教育水準の高い国17力国を取
り上げてみると，先ず中学就学率平均は28％（1980），成人識字率平均は38．6％（1980）である（2）。
これがアフリカの国々に民主政治や人権思想が，民衆の間に定着しにくい原因となっていることは，
容易に推測できるのである。今一つの問題は，無文字社会では，成文の法律よりも，不文の慣習法が
日常生活の規範となりやすい。しかもこれら慣習法が，アフリカの場合には部族単位のものとなる
と，国法秩序に対する認識に不十分さが生まれることとなろう（3）。このことは，次の項で検討する。
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　　（2）慣習法と社会生活
　アフリカ社会は，慣習法の社会といわれる。その理由はいくつかあげられる。先ず第一に，アフリ
カ社会の大半が，無文字社会であったということである。このことは前項で述べた。このような社会
では生活の規範は，その社会の有力な支配老か，呪術者などの口頭伝承による了解が基本となる。第
二に，植民地時代の政策のなかに，原住民の法生活の整備は含まれていなかった。第三に，部族社会
であるアフリカでは，部族ごとの慣習があって，国家としての統一的な法秩序を形成することが難し
い場合がある。
　これらの理由が重なりあって，アフリカの国々では，成文の法律が制定されにくい事情があった。
したがって，生活に密着した部分では，慣習法が巾を利かすことになる。問題はこれらの慣習法が裁
判規範として，どれ程の効力を持っているかということである。たとえばケニアの例で見ると，裁判
法（The　Judicature　Act，1967）は，慣習法を法源として認めている。ケニアでは植民地となる以前か
ら，それぞれの部族が適用していた規則（rules）があった。それらのうち土地所有，結婚，離婚，持…
参金（dowry），扶養料，社会的地位に関する事項，相続，契約などの民事事件には，部族の慣習法が
適用されることになっている㈲。ケニアに限らず，アフリカ諸国の裁判では，一つの共同体社会に属
している裁判官は，その共同体社会の伝統的な慣習に基づいて裁判をするc5）。これでは不公平であ
るので，今日では慣習法の文書化が促進されている。しかし，これら慣習法は，すべての部族に共通
でないところに難しさがある。なお現在では，部族慣習法は民事事件のみに適用されるのであって，
刑事事件に適用されることはない⑥。
　　（3）社会福祉法と実態　　　　’
　アフリカ諸国の憲法で，法と現実との間に大きな溝があるのを感じるのは，人権保障の条項である。
さらにその中でも，社会権とこの権利を具体化する，社会福祉や社会保障に関する問題に就いては，
その感が強い。それは，たとえ憲法でこれらの問題を保障する規定をおいてみても，経済・社会の現
実がこれを許さないからである。アフリカの国々は，すべて例外なく第三世界に属するが，そのなか
でもGNPを基準とした経済指数からみて，後開発途上国とされる国が，全体の64％に達する（7）。こ
れらの国に経済的な裏付けが絶対に必要な，社会福祉や社会保障の実現を求めることは，困難なご、と
である。それではアフリカのなかでも中所得国とされる国ではどうであろうか。これらの国の13力国
の教育費，保健費，福祉費及び住宅地域費についての，中央政府支出比率の平均は，29．2％とかなり
の高めのように見えるが，もともとの国家財政が貧弱であるので，実際の支出金額は極めて低額とな
る。たとえば教育費で見ると，世界で一番政府支出の多いベルギーでは，年に一人当たり551ドル（1
982）となっているが，政府支出が国家財政の21％に達しているケニアの一人当たりの実額は，13ドル
（1982）でしかないのである（8）。
　このような状況の中にあるので，アフリカ諸国の社会福祉や社会保障の立法についても，大きな制
約が伴うことは当然のことといえる。アフリカ諸国のほとんどの国がこれらの法律を制定している
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が，それらはほとんど公務員への給与に限られている。一般国民については，t老齢，廃疾，死亡給付
についてはエジプト，リビア，南アフリカ，疾病・母性給付については，リビア，家族手当てについ
ては，コンゴ，コートジボアール，セネガル，南アフリカなどが，一部もしくは全部を政府負担とし
ているにすぎない（9）。
　このように，アフリカにおける法と現実の乖離は大きいのである。これを補う政治環境が要請され
るのであるが，多くの国で要請に応えることができないのが現実である。したがって，国民の法意識
についても，法に対する信頼とか遵守という観念が，発展しにくい一因ともなっているように思える
のである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　J
　　④　都市と都市法
　アフリカ諸国は，現代の第三世界に共通の，高い人口増加率の国々が多い。そしてその人口が，都
市に流入する確率も極めて高い。そのために，いずれの国も都市政策は，緊急の重要な課題である。
都市が発展する形態として，その都市の文化水準に関係なく，ただただ都市人口が膨張して，一見都
市化現象がみられるような場合がある。アフリカに限らないが発展途上国によくみられる都市化の形
態である。そして，この場合多くは都市に巨大なスラム地区が出来上がる。それは，その都市が，流
入人口を受け入れる経済的な力を持っていないからである。
　そのような都市では，市民生活にとってさまざまな問題が生じる。これらの問題を解決するために
は，十分な政策とそれを実現するための，法律の制定が必要である。いわゆる都市法の制定である。
これらの法律には公害・環境法，犯罪防止法，住宅法，土地法などがあげられる。私は，かつて東ア
フリカの都市法の研究の対象として，移動民（migrants）のことについて研究をしたこどがある．（1°）。
移動民とは都市に生活する出稼ぎ人，浮浪者，不法占拠老などの総称である。移動民の最初の発生
は，植民地時代のハイランドにおけるスクワッターが，都市に流入したのが始まりであるが，独立後
は農村から職を求めて都市に流入するものが主力を占めるようになった（「1）きこれらの人達が膨大な
スラムを形成して犯罪や，病気の発生源になる。そのための法律は多岐にわたって制定される。しか
し，問題はその法律の運用であるが，行政機構が完備していない国においては，いきおいスラムの形
成はなすがままになってしまう。アフリカ諸国がかかえている，法と政治の交渉が十分でないために
生じる，大きな社会問題の一つである。そして，それは同時に，前項で述べたように，法と現実との
乖離があり，法意識がここでも十分に育たないことになる。
3．アフリ力政治の動態
　アフリカの政治は，一口にいって民主主義の定着が遅れている，ということである。独立の際の民
族主義の高揚は，独立後のアフリカにおける民主主義政治の実現に繋がるものと考えられたが，実際
には政党間の対立，部族間の対立によって，政治的混乱を序曲とした国が多かった。その後も独裁的
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な大統領制，政党活動を大きく制限する一党制などによって，民主主義政治は育たなかった。合わせ
て頻発するクーデターは，アフリカの政治環境を悪化させた。ところが1990年にはいって，社会主義
社会の混乱，共産党一党支配の崩壊によって，これがアフリカの政治に影響して，現在多くのアフリ
カ諸国で，多党化が進み，議会政治がアフリカにも本格的に生まれつつある。ここに至るアフリカの
政治の動態に関連した，いくつかの間題について検討する。
　・（1）　クーデター
　アフリカの政治の動態について，とくに注目されるものにクーデターによる政変がある。しかし，
クーデターによる政変は，アフリカに限ることではない。どこの国でも起こり得る，変則的な政治状
況である。にもかかわらず，クーデターをアフリカの政治の特性として考えるのは，クーデター発生
の原因，クーデターの主役となる軍隊，そしてクーデターの結果などに，アフリカの場合に，とくに
顕著な要素があると考えられるからである。
　クーデター発生の原因に，経済破綻が最も多い。それはアフリカがかつて植民地時代に単一農業生
産であったことから，独立後国際的な価格変動に，国の財政が左右されて，経済破綻を引き起こしや
すいことにある。国によってはこれに干ばつとか，政治腐敗が重なって，政治状況が重傷化する。次
に特殊な原因は，部族抗争である。すでに述べたようにアフリカは部族社会である。これらの部族は
時に国家とは関係なく行動することがある。また，政治担当者として，また政権に就こうとして，部
族の衝突が起こる。さらに考えられるのは，強権政治が引き金となる場合である（12）。ウガンダのアミ
ン大統領の例などはその典型であった。
1クーデターの主役は，ほとんどの場合軍隊である。したがって，わが国の場合だと，直ぐにファッ
シズムないしは軍国主義になるという懸念がもたれる。しかし，これは発展途上国の共通の性質とも
いえるのであるが，教育水準の低い国では，一方では草の根的な民主主義社会が育ちにくいが，他方
ではハイレベルの知識階級では，西欧民主主義の教育を受けている。発展途上国の軍隊の指導者も，
この後老の部類に入る。したがって，軍隊によるクーデターは，官僚や政党と同じ知識階級の指導者
交替の性質を持っていると考えてよい。アフリカの場合は，ほとんどがこの例に入る。したがって
ファッシズム化したり，軍国主義化するようなことはすくない。むしろ前政権下で綻びた経済再建に
腐心することになる。しかしときには，前政権の担当者を必要以上に処刑して，強権政治となり，再
びクーデターを引き起こすことになる場合もある。ガーナで何度もクーデターが起きたのもこの悪循
環があったためである。
　アフリカの政変は，このようなクーデターによる場合がほとんどである。数年前まではクーデター
によらないで，憲法の手続きに従って，政権が交替した例はガボン（1967年），ケニア（1978年），セ
ネガルG980年）ぐらいのものであった。しかしこの数年の傾向は，一党制から多党制への移行にと
もなって，政権交代も選挙による傾向が増えてきた（13）。
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　　（2）慣習社会と部族抗争
　アフリカは部族社会といわれる。それでは，部族とはなにかというと，その定義は極めて難しい。
部族の定義について，主として人類学者がいっていることによると，社会制度を持っている集団であ
るが，政治的な編成にはなっていない集団（モーガン），集団成員の相互関係が契約によらず，地位に
よって決定されている集団（メーン），そして採集狩猟段階の社会と，首長制，王制の国家段階との中
間に位置する社会段階としての集団（サーリンズ）というような様々な定義がある。これらは一般的
な定義であって，アフリカの場合は，部族は植民地時代の植民政策によって，作られたものであると
いう見解もある。また，部族（tribe）という表現は，植民地的な概念であるという批判があり，現在
では民族性（ethnicity）という言葉を使い始めている（14）。
　しかし，どのような定義であり，その起源がどのようであっても，現に部族集団は存在しており，
また，言語，習慣，地域などによって，自分を特定の部族の一員と理解しているのが，アフリカ社会
の人々の共通した生活感覚ではないかと思うのである。
　これらの部族がアフリカにおける法と政治に関わってくるときは，ひとつにはそれぞれの部族の慣
習法と，その部族の属する国家の法律との抵触が起きた場合である。ふたつには，部族が政党と重な
りあって，その国の政治に大きく関わってくるようになったときである。慣習法はいずれの国にもあ
る。しかし，それらはほとんどが国の法律を前提にして，それを補う形で承認されるのが普通である。
ところが，部族社会がしっかり根付いているアフリカ諸国では，慣習法は，あたかも一国の法律のよ
うに，その部族社会の秩序法となっている。このことは同時に識字率が極めて低いアフリカでは，一
方ではその国の社会秩序の維持に貢献するが，他方では法律による改革の大きな妨げとなる㈹。
　その国の社会秩序にとって，部族が善くても悪くても，大きな影響を及ぼすのは，政党政治と重な
りあったときである。指導的な政党とうまく重なりあったときは良いが，部族の抗争を背景にした政
党の対立となると，クーデターその他の政治的な混乱を引き起こすことになる。また，アフリカ諸国
が独立するときによくおこる，主導権争いの背景にも部族抗争がある場合が多い。いま南アフリカ共
和国はアパルトヘイト体制を廃止して大きな政治・社会の改革に取り組んでいるが，ここでもANC
とインカタ自由党との間で，アフリカ人同志の熾烈な主導権争いが展開されている。この争いの背景
には，コーサ族とズールー族との争いがある㈹。
　　（3）一党制と多党制
　アフリカ諸国は，独立の始まりの頃には，国によっては政治の構図として，多党制，二院制をとる
国もあったが，多くの国は一党制，一院制に衣替えしていった。最近二，三年の傾向として，再び多
党制になろうとする国が増加してきたが，その直前の状況では，53力国のうち一党制を採用している
国が28力国で，半数以上を占めていた。軍制などで政党のない国が9力国あり，多党制は15力国が採
用していたにすぎない。
　アフリカ諸国が一党制を選んだのは，経済的な貧困から抜け出すために，社会主義的な政策を掲げ
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ることが，必要であると考えたこともある。したがって，例えばケニアは，社会主義の政治的宣言は
しているが，とくに憲法で社会主義の条項を定めているわけではない。だが，政党活動は徐々に一党
制に移行していった。それは部族支配でも，イデオロギー的なものでもなく，多党制民主主義による
議会中心の政治よりも，一党制によって中央集権的，官僚政治の方が，経済政策が実行されやすいこ
とであったからである。事実ケニアはアフリカの中でも，有数の安定した国になったのである。アフ
リカ諸国に強力な権限を持つ大統領と一党制とが組み合わされた政治構造をもった国が多いのも，ケ
ニアのような政治への期待があったことと思う。しかし，実際には，様々な理由で，ほとんどの国が
政治の安定を確立させるようにはならなかったc17）。
　このような行き詰まり状態のときに，東欧諸国，ソ連の社会主義社会の崩壊と，民族主義による国
家の分裂が起こり始め，その影響が，アフリカ諸国でも一党制による独裁政治への不満となって現れ
てきた。したがって，アフリカの多党化はこのような外部的な影響と，内部的な原因とが複合して，
進行しているといえる。コート・ジボワールやザンビアの例はカリスマ性の強い大統領の政治力の低
下であり，アンゴラの例は，ゲリラ化した野党のために経済的な混乱に至ったことの解決のためであ
り，トーゴでは国際的な経済援助を期待しての多党化であった（18）。
　　（4）選挙制度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　前項で述べたように，この一，二年の問アフリカの多くの国で，一党制から多党制に移行するよう
になったが，その結果として，各国で大統領選挙や，国会議員の選挙が行われている。選挙がアフリ
カ諸国において，現在と同様に，政治に大きく関わっていたのは，民族主義のエネルギーが渦巻いて
いた，独立当初の一時期であった。そしてそれは，当時の民衆のエネルギーともなり，政治の中枢に
あるエリートの，民主政治への期待に繋がっていたのである。しかし，同時にそのころは植民地時代
の遺産の継承，経済自立の困難，行政におけるマンパワーの不足など，発展の夢と希望を挫く原因が
山積していた。そのため，独立後多くの国でクーデターが頻発し，政治は大統領への権限集中化，一
党制化が進み，民意反映の場である議会制が衰えてしまった。これまでのアフリカ諸国の多くは，一
党制のもとで，党の主導による選挙が行われていた。議員の場合であっても，大統領の場合であって
も，候補者は党が推薦してその候補者に投票するという選挙なので，いってみれば信任票を投ずるよ
うなものであった。
　ケニアの場合は，政党の推薦がいるが，候補者の数は制限しないので，かなり本格的な選挙戦が展
開される。一党制のもとで数少ない例である（19）。
　しかし，1990年にソ連邦が崩壊して，社会主義体制も同時にその意義が問われるようになり，共産
党一党独裁から，多党制，自由主義経済もしくは混合経済社会へと世界の情勢は変化し始めた。アフ
リカ諸国にもこの波が押し寄せて，この一，二年の間にほとんどの国が一党制から多党制に衣替えを
始めた（20）。
　「アフリカの選挙」を編集したヘイワード（Hayward）は，政治の舞台での選挙の重要性はあいま
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いであるといっているが，それは，これまでの一党制下の選挙が対象の分析であって，恐らくこれか
らは，アフリカの政治にとって選挙は極めて重要な要素となるに違いない。
4．憲法の役割一法と政治の接点
　　（1）　アフリ力憲法の性格
　法と政治の接点として，憲法は最も重要な位置にある。民主政治を確立するための国会法や行政組
織法，そして選挙法などを制定するための基本法と。して，また政治がいかに民主的に行われるか，国
民の人権がいかに保障されるかは，憲法に書かれている民主政治の原則とか，人権保障の原則が基本
となるのである。しかし，それらが書かれているというだけでは，憲法の役割を十分に果たすことに
はならない。その憲法に書かれている原則が十分に現実社会において，機能していることが，重要で
ある。アフリカの憲法は，名目的な憲法といわれている。それは憲法が，十分に現実社会において，
機能していないと考えられているからである。これはアフリカ憲法の性格の一つとされている⑳。
アフリカの憲法の場合，人権保障に関しては，ある程度このことを性格の一つと考える事もできる。
特に社会権的な条項に付いては，経済的環境からそのことがいえる。しかし，政治との関係で，憲法
が名目的であるがゆえに，無縁であるわけではない。　　　　　　　　　　　　　、
　例えば，1990年に多党化の波が押し寄せてくる直前の一党制の状況を見ると，一党制を憲法上定め
ている国は20力国である。事実上の制度としているのは，8力国にしか過ぎないのである。ケニアや
ザンビアの場合には事実上の一党制を，憲法改正によって，一党制を確立していった（22）。また，ナイ
ジェリアの場合は，クーデターによってできた軍事政権の布令を，最高裁判所が憲法違反と判決した
例もある（23）。
　政治と関わりがある中で，今一つのアフリカ憲法の性格として，類型化された憲法であるというこ
とがある。アフリカ独立は，もちろん民族主義の高揚の結果として，勝ち取られたものであるが，独
立憲法の多くは植民地時代の宗主国による指導のもとで制定された。したがって，フランス圏の国の
憲法は1957年のフランス第五共和国の憲法をモデルとして作られており，イギリス圏の憲法は，1960
年にナイジェリアが独立するときに，イギリス本国のランカスター一において，作られた草案がもとと
なって，他のイギリス圏諸国の憲法にもなっている。ポルトガルから独立した国は，社会主義の国と
して独立したので，憲法はもちろん社会主義憲法であった㈹。このような状況は，当然にそれぞれの
地域における政治イデオロギーの画一化を生んだ。アフリカ諸国は一見多様な政治イデオロギーが存
在しているようであるが，憲法の視点から見ると，このようなブロック化された画一的現象も見られ
るのである。
　（2）政治への憲法の活用
憲法と政治とは前項で見たように，様々な繋がりを持っている。これはなにもアフリカに限ったこ
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とではなく，憲法が国の政治機構の具体的な規定を持っていることからも，当然のことといえる。た
だ，その国の政治的環境が民主的であれば，憲法の活用も民主的な成果を生むことになる。しかし，
そうでない場合には，慮法が，為政者の都合のいいように利用されることになる。第三世界の憲法が
先進国の憲法とほとんど同じ内容を持っていながら，高い評価を受けない例は，憲法の運用におい
て，時に憲法の本来の原則に反する場合がみられることである。この例を，ザソビアが多党制から，
一党制になるときの憲法運用について見てみよう。
　1964年にザンビア独立のときは，三つの政党があった。56名の議員を擁するUNIP（党首カウン
ダ），8名のANCそれに白人政党のNPPであった。このうちNPPは1968年の憲法改正で消滅し
た。この年の総選挙では，UNIP　81名，　ANC　23名が各当選した。これに大統領推薦議員が，憲法に
したがって5名追加された。ところが，国会活動ができる為には，政党の定数は全議員の25％（28
名）以上でなければならないため，ANCは国会活動が停止された。1971年の予備選挙の前に，
UNIPの副総裁カプエプエがUPPを結成したが，これにしたがった議員は大半逮捕され，選挙ではカ
ブ゜エプエだけ当選した。これは逮捕中のものは立候補できないという，1969年の憲法修正によるもの
であった。また，同修正では，6ヵ月以上逮捕された議員は資格を失う事も規定しており，カプエプ
エは1年間逮捕されていたため議席を失った。こうしてANCが国会活動の資格のないことも理由と
なって，1972年の憲法修正で，ザンビアは一党制となり，ANCは非合法化された（25）。
　憲法が最も非民主的に利用されているのは，南アフリカの憲法であろう。たとえば，現行の1983年
憲法が，七人種別三院制を定めたことは，白人権益を守るアパルトヘイト政策を維持するため，民主政
治の原則に反するものであり，同じ人種差別の政策として作られたホームランド国家とともに，世界
の批判を浴びることとなった（26）。　　　’
　　（3）憲法と法と人権政策
　法も政治もいずれも，究極は国民の権利を保障する手段である。したがって，法と政治がうまく噛
み合っていなければ，国民の権利は十分に保障されない。このことは，第三世界だけのことではな
く，先進国でも同様にいえることである。ただ，先進諸国では法と政治とが噛み合わなくなっても，
社会環境一経済，教育など一によって，これを克服できる力を持っている。
　アフリカ諸国の憲法に規定されている人権条項は，植民地時代の宗主国の違いによってブロック化
されている。フランス圏では，1957年の第五共和制憲法が模範とされたので，人権条項が欠けている
憲法が多い。イギリス圏では，1953年のヨーロッパ人権条約を下敷きにした。そのため，アフリカに
とって重要な社会権条項が欠落した。ポルトガル圏では，社会主義国として独立したので，ほとんど
が，東欧諸国の憲法をモデルとした。このため憲法の人権条項は，社会主義的内容のものであった。
このように憲法の規定では偏りのある人権条項であるが，本来ならこの偏りを，法律によってカバー
していかなければならない。
　しかし，人権保障に関する立法と政策は，第三世界の諸国ではいくつかの点で，実践が困難である。
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先ず第一に，これらの国の多くが教育環境が悪く，その結果，政治やその他の民衆生活が，一部エ
リートの手に委ねられて，自由平等の思想，民主政治の思想が，民衆の中に定着しにくいことである。
アフリカ諸国の場合は，特に植民地時代に原住民であるアフリカ人の教育がおろそかであったため，
識字率が現在でも極めて低い。第二に経済的事情が極めて悪いことである。経済事情はアフリカに限
らず，第三世界のアキレス腱である。多くの国が，国際的な経済援助のもとで，政策の実現に努力し
ているのが現状である。　　　　　　、　　　　　　　　　　・
　　（4）新しい憲法像
　アフリカの憲法は，これまで見てきたように法と政治の狭間にあって，苦悩しているように見える。
政治的には頻発するクーデターによって，多くの憲法が廃止の苦痛を味わい，議会政治が未成熟であ
るゆえに，憲法の原則を実現する十分な立法ができずにいる。せっかく人権保障と民主主義の原則に
したがった条項が，憲法に織り込まれていても，ほとんどそれが生かされていない。このような状況
がこれまでのアフリカ諸国の憲法の一般的な傾向であった。
　この傾向に最近新しい状況が生まれつつある。それは，これまで見てきた中でも紹介してきた，一
党制から多党制への転換である。アフリカの一党制は，もちろんイデオロギー的に社会主義による一
党支配の構造を持った国もあるが，多くは，強力な権限を持った大統領の下で，．中央集権的な政治が
行われていたにすぎなかった。このような，いってみれば大統領独裁が議会制民主主義をアフリカ諸
国に根付かせなかったのである。最近の多党化が，アフリカ政治に民主主義の新しい時代を復活させ
ることができるか，そして憲法が，そのための大きな役割を担うことができるかは，まだはっきりし
た評価はできないが，少なくとも，かつてのカリスマ的存在であった，指導者支配が崩れつつあるこ
とは確かである。
　これから，このような新しい波に応えて，多くの国で，憲法の改正が始まることになるだろう。そ
して，これらの憲法が，アフリカ諸国の法と政治の接点として，真の役割を果たすことを期待したい。
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